


              財  政  事  情  の  公  表  
 
  地方自治法第243条の3第1項の規定により、平成27年度後半期の財政事情

を次のとおり公表します。 
 
                         平成28年5月2日 
 
                                  原 村 長  五 味  武 雄 
 
１．まえがき 
  今回の財政事情の公表は、平成 27年 10月 1日から平成 28年 3月 31日まで

（平成27年度後半期）の予算及び執行状況並びに平成 27年度（平成28年3月

末現在）の財産（基金）及び地方債の現在高を公表するものです。 
 
２．予算の補正状況 
  平成27年度各会計予算の補正状況は第１表及び第2表に示したとおりです。 
（１）一般会計 

  平成27年度の一般会計は後半期4回にわたって補正が行われ2,935万9千

円を減額した結果、後半期末予算額は 43億 5,226万 2千円（繰越費を除

く。）となりました。 

    補正予算の主な内容は、下記のとおりです。 
 
・第3号補正（補正額737万3千円減額） 

各科目共通 人事異動に伴う職員給料、手当等の補正 

 総務費 住民票職権消除処分取消請求事件及び執行停止申立事件に係 

    る弁護士委託報酬金の増額 

     個人番号法施行に伴う印刷消耗品費、通信運搬費、備品購入 

    費の増額 

     参議院議員通常選挙システム改修費(新規) 

 民生費 国民健康保険事業勘定特別会計繰出金（基盤安定分）の増額 

     長野県後期高齢者医療広域連合負担金（事務費分）の減額 

同（医療給付費分）の増額 

 商工費 地方創生交付金上乗せ交付金（広域連携分負担金）の増額 

 土木費 除雪機購入補助金の増額 

     中央自動車道跨道橋修繕委託料の増額 

     社会資本整備総合交付金事業工事請負費の減額 

 教育費 臨時職員社会保険料・賃金の増額 



・第4号補正（補正額210万円増額） 
商工費   源泉揚湯能力調査費(新規) 

 

・第5号補正（補正額3,651万8千円減額） 

総務費  財政調整基金利子分積立金の増額、減債基金利子分積立金の 

減額、ふるさと基金積立金の増額、公共施設等総合管理計画作 

   定委託料の減額、地方創生加速化交付金事業・移住交流推進事 

    業（新規：繰越明許）、おらほうの村づくり事業補助金の減額、 

   集落行動計画補助金の減額、コミュニティ助成事業補助金の減 

   額、情報セキュリティ強化対策事業（新規：繰越明許）、個人 

   番号カード交付事業負担金の増額 

民生費 年金生活者等支援臨時給付金事業（新規：繰越明許）、臨時 

   福祉給付金の減額、子育て世帯臨時特例給付金の減額、子ども 

   のための教育・保育事業（新規：繰越明許） 

衛生費 墓地使用料返還金の増額、諏訪南行政事務組合（ごみ処理） 

   負担金の減額、南諏衛生施設組合負担金の減額 

農林業費 野菜花卉作期拡大事業補助金の増額、青年就農給付金の減 

    額、経営基盤強化資金利子助成の増額、農作物等災害経営支 

    援利子助成の増額、農業振興基金利子分積立金の減額 

商工費 地方創生加速化交付金事業（新規：繰越明許） 

土木費 道路台帳補正業務委託料の増額、除雪機購入補助金の増額、 

    道路新設改良に伴う補償、補填及び賠償金の減額 

消防費 自主防災組織防災倉庫整備補助金の減額 

教育費 奨学基金積立金の増額、臨時職員賃金の減額 

 

 ・第6号補正（補正額1,243万2千円増額） 

  総務費 公募公債売却に伴う減債基金利子分積立金の増額 

  農林業費 起債額確定による財源移動 

 

  一方、この4回にわたる補正の財源として、第1表のとおり利子割交付金、 

地方消費税交付金、自動車取得税交付金、地方交付税、分担金及び負担金、 

国庫支出金、県支出金、財産収入、寄附金、繰入金、繰越金、諸収入及び 

村債をもって調整しました。 

 
（２）特別会計 
①国民健康保険事業勘定特別会計は第2号から第3号補正が行われ3,050万

円を増額し、歳入歳出総額は12億2,493万4千円となりました。 



 この内容は保険給付費、諸支出金の補正です。 

財源は繰入金、繰越金をもって調整しました。 

②国民健康保険直営診療施設勘定特別会計については、補正はありませ

んでした。 

③有線放送特別会計については、補正はありませんでした。 

④農業者労働災害共済事業特別会計については、補正はありませんでし

た。 

⑤後期高齢者医療特別会計については、補正はありませんでした。 

 

（3）企業会計 

 ①水道事業会計は第1号補正が行われ、収益的支出を66万6千円増額しま

した。 

  この内容は、営業費用（人件費）の増額補正です。 

 ②下水道事業会計は第1号補正が行われ、資本的収入を290万円増額しま

した。 

この内容は、平成27年度諏訪湖流域下水道事業建設費負担金の精算見込 
みによる企業債の増額補正です。 

 

３．収入支出の状況 
    支出負担行為及び収入支出の状況は第２表に示したとおりです。 
（１）歳入 

  一般会計の後半期末の収入済額は43億2,900万5千円で、収入率は対予算

比で90.5％、調定額に対して 92.9％です。また年度末予算額の款別構成

比率では、地方交付税が 35.8％で最も大きく、次いで村税15.4％、国庫

支出金10.3％、繰越金10.2％、県支出金7.0％の順となっています。 
 
 (２)歳出 

  一般会計の予算に対する執行率は92.5％で44億2,446万6千円が支出負担

行為済みです。 
  また年度末予算額の款別の構成比率では民生費が 24.3％で最も大きく、

次いで総務費13.8％、衛生費12.2％、農林業費11.5％、教育費9.9％、土

木費9.8％、商工費7.2％の順となっています。 
 
４．住民負担の状況 

  平成27年度後半期における住民負担等の状況は第3表のとおりです。 
 
５．村債の状況 

  建設事業等多額の財源が必要なときに資金運用部等から長期にわたり



借り受けた村債の一般会計平成 27年度末現在高は19億 2,210万8千円で、

前年度末に比べ2,640万7千円の増となりました。 
  27年度中の新規借入額は2億7,506万7千円で、このうち、交付税振替分

の臨時財政対策債として1億5,816万7千円を借り入れました。 
  元利償還額は2億6,450万5千円でした。なお、目的別の村債状況は第４

表のとおりです。 

 

６．財産（基金）の状況 
  災害復旧、地方債の繰上げ償還、その他諸事業を執行するにあたって

の財源不足を生じたときの財源として積立してある基金の状況は第５表

のとおりです。 
  27年度においては一般会計では総額1億20万9,086円を取崩し、その内

訳は財政調整基金から1億円及び奨学基金から20万9,086円です。 

一方、基金運用利子の他に保健休養地管理事業基金に700万円、ふるさ

と基金に260万5千円積立しました。 

特別会計では国民健康保険直営診療施設基金に1,000万円を積立しまし

た。 



第 １ 表
   平成27年度一般会計予算の補正状況（平成27年10月1日～平成28年3月31日）

  （１）歳    入
構成比

第３号 第４号 第５号 第６号 （％）

  １　村税 736,097 736,097 15.39

  ２　地方譲与税 84,000 84,000 1.76

  ３　利子割交付金 1,600 △ 103 1,497 0.03

  ４　配当割交付金 1,000 1,000 0.02

  ５　株式等譲渡所得割交付金 300 300 0.01

  ６  地方消費税交付金 114,000 21,895 135,895 2.84

  ７　自動車取得税交付金 5,000 11,863 16,863 0.35

  ８　地方特例交付金 3,000 3,000 0.06

  ９　地方交付税 1,460,000 250,858 1,710,858 35.78

１０　 交通安全対策特別交付金 1,400 1,400 0.03

１１　分担金及び負担金 61,160 △ 1,211 59,949 1.25

１２　使用料及び手数料 24,375 24,375 0.51

１３　国庫支出金 239,265 5,403 25,626 221,189 491,512 10.28

１４　県支出金 279,357 5,260 △ 17,679 62,579 332,517 6.95

１５　財産収入 19,061 2,661 12,432 34,154 0.71

１６　寄附金 102 2,600 2,702 0.06

１７　繰入金 645,039 △ 544,830 100,209 2.10

１８　繰越金 130,000 5,864 2,100 △ 25,057 260,717 74,713 487,929 10.20

１９　諸収入 248,844 △ 2,025 265,819 5.56

２０　村債 266,400 △ 23,900 △ 21,433 △ 400 71,400 292,067 6.11

歳  入  合  計 4,320,000 △ 7,373 2,100 △ 36,518 12,432 429,881 4,782,143 100.00

  ※ 構成比は、端数整理により構成比合計と一致しない場合があります。

繰越明許費 合    計

（単位千円）

予  算  科  目 当初予算額
補     正     予     算     額



  （２）歳    出
構成比

第３号 第４号 第５号 第６号 （％）

　１　議会費 71,105 91 71,196 1.49

　２　総務費 587,515 9,839 14,022 12,432 13,258 660,385 13.81

　３　民生費 1,147,211 3,734 △ 550 1,000 1,161,179 24.28

　４　衛生費 608,916 △ 2,396 △ 25,430 582,654 12.18

　５　農林業費 293,750 5,768 △ 38,194 289,098 550,858 11.52

　６　商工費 293,342 1,401 2,100 19,033 20,115 344,259 7.20

　７　土木費 470,552 △ 24,241 △ 781 11,610 470,140 9.83

　８　消防費 195,775 △ 1,000 194,775 4.07

　９　教育費 378,329 △ 1,569 △ 3,618 94,800 473,192 9.89

１０　災害復旧費 3 3 0.00

１１　公債費 269,801 269,801 5.64

１２　諸支出金 1 1 0.00

１３　予備費 3,700 3,700 0.08

   歳 出 合 計 4,320,000 △ 7,373 2,100 △ 36,518 12,432 429,881 4,782,143 100.00

  ※ 構成比は、端数整理により構成比合計と一致しない場合があります。

（単位千円）

   予 算 科 目  当初予算額 合    計繰越明許費
  補      正      予      算      額



第 ２ 表
   支出負担行為及び収入支出の状況（平成27年10月1日～平成28年3月31日）

（１）歳  入

一般会計

  １　村税 736,097 869,273 817,726 394 △ 133,176 51,153 94.1

  ２　地方譲与税 84,000 90,075 90,075 △ 6,075 0 100.0

  ３　利子割交付金 1,497 1,497 1,497 0 0 100.0

  ４　配当割交付金 1,000 4,169 4,169 △ 3,169 0 100.0

  ５　株式等譲渡所得割交付金 300 4,271 4,271 △ 3,971 0 100.0

  ６  地方消費税交付金 135,895 135,895 135,895 0 0 100.0

  ７　自動車取得税交付金 16,863 16,863 16,863 0 0 100.0

  ８　地方特例交付金 3,000 3,299 3,299 △ 299 0 100.0

  ９　地方交付税 1,710,858 1,710,858 1,710,858 0 0 100.0

１０　 交通安全対策特別交付金 1,400 1,480 1,480 △ 80 0 100.0

１１　分担金及び負担金 59,949 58,525 57,460 1,424 1,065 98.2

１２　使用料及び手数料 24,375 24,372 23,098 3 1,274 94.8

１３　国庫支出金 491,512 437,305 398,468 54,207 38,837 91.1

１４　県支出金 332,517 278,948 231,088 53,569 47,860 82.8

１５　財産収入 34,154 31,030 30,943 3,124 87 99.7

１６　寄附金 2,702 2,785 2,786 △ 83 △ 1 100.0

１７　繰入金 100,209 100,209 100,209 0 0 100.0

１８　繰越金 487,929 482,344 482,344 5,585 0 100.0

１９　諸収入 265,819 250,770 58,309 15,049 192,461 23.3

２０　村債 292,067 158,167 158,167 133,900 0 100.0

   歳  入  合  計 4,782,143 4,662,135 4,329,005 394 120,008 332,736 92.9

特別会計

 国保事業勘定特別会計 1,224,934 1,250,225 1,125,510 2,845 △ 25,291 121,870 90.0

 国保直診勘定特別会計 91,000 152,147 146,263 △ 61,147 5,884 96.1

 有線放送事業特別会計 52,000 60,279 60,267 △ 8,279 12 100.0

 農労災共済事業特別会計 1,200 1,698 1,698 △ 498 0 100.0

 後期高齢者医療特別会計 77,500 75,721 73,957 1,779 1,764 97.7

（単位千円）

収入済額
Ｃ

Ａ－Ｂ Ｂ－Ｃ－Ｄ区            分
予算現額

Ａ
調定額

Ｂ

Ｃ
－

Ｂ(％)

不納欠損
Ｄ



   （２）歳  出

一般会計

B
－
A (%)

　１　議会費 71,196 67,174 66,699 4,022 4,497 94.4

　２　総務費 660,385 588,317 518,971 72,068 141,414 89.1

　３　民生費 1,161,179 1,021,235 968,498 139,944 192,681 87.9

　４　衛生費 582,654 547,897 273,280 34,757 309,374 94.0

　５　農林業費 550,858 536,947 533,664 13,911 17,194 97.5

　６　商工費 344,259 304,326 288,353 39,933 55,906 88.4

　７　土木費 470,140 460,624 409,130 9,516 61,010 98.0

　８　消防費 194,775 182,700 176,075 12,075 18,700 93.8

　９　教育費 473,192 450,741 423,950 22,451 49,242 95.3

１０　災害復旧費 3 0 0 3 3 0.0

１１　公債費 269,801 264,505 264,505 5,296 5,296 98.0

１２　諸支出金 1 0 0 1 1 0.0

１３　予備費 3,700 0 0 3,700 3,700 －

    歳 出 合 計 4,782,143 4,424,466 3,923,125 357,677 859,018 92.5

特別会計

国保事業勘定特別会計 1,224,934 1,206,400 1,102,334 18,534 122,600 98.5

国保直診勘定特別会計 91,000 79,199 74,095 11,801 16,905 87.0

有線放送事業特別会計 52,000 47,018 42,493 4,982 9,507 90.4
農労災共済事業特別会
計

1,200 442 442 758 758 36.8
後期高齢者医療特別会
計

77,500 76,932 75,507 568 1,993 99.3

（単位千円）

区      分 A - C
予算現額

A

支出負担
行為済額

B

支出済額
C

未執行額
A-B



（３）平成27年度特別会計予算の補正状況(平成27年10月1日～平成28年3月31日)

（単位千円）

当　　初

予 算 額 第１号 第２号 第３号

1,177,000 17,434 20,900 9,600 1,224,934

91,000 91,000

52,000 52,000

1,200 1,200

77,500 77,500

1,398,700 17,434 20,900 9,600 1,446,634

は後期

（４）平成27年度企業会計予算の補正状況(平成27年10月1日～平成28年3月31日)

収   入 支   出 収   入 支   出 収   入 支   出

153,457 147,963 24,000 116,539 177,457 264,502

 第1号 666 666 (後期）

 第 号

 第 号

 第 号

 第 号

153,457 148,629 24,000 116,539 177,457 265,168

収   入 支   出 収   入 支   出 収   入 支   出

376,377 237,481 1 235,645 376,378 473,126

 第1号 2,900 (後期）

 第 号

 第 号

 第 号

 第 号

376,377 237,481 2,901 235,645 376,378 473,126

資  本  的

会  計  名
補   正   予   算   額

会  計  名
収  益  的 計

（単位千円）

収  益  的 資  本  的

合  計

 国保事業勘定特別会計

 国保直診勘定特別会計

 有線放送特別会計

 農労災害共済事業特別会計

 後期高齢者医療特別会計

計

合     計

下
水
道
事
業
会
計

当初予算額

補
正
予
算
額

合    計

当初予算額

補
正
予
算
額

合    計

会  計  名

水
道
事
業
会
計



第 ３ 表

      平成27年度後半期における住民負担の状況

       千円 円 円

 1 一般会計予算総額 4,782,143 1,537,172 608,880 平成28年3月31日現在

 2 村    税 736,097 236,611 93,723  世帯数  3,111世帯

  （1）個人村民税 304,493 97,876 38,769  人　口  7,854人

  （2）純固定資産税 352,000 113,147 44,818  保育園児  208人

 3 地方交付税 1,710,858 549,938 217,833  小学生    450人

 4 分担金及び負担金 59,949 19,270 7,633  中学生    200人

   (1)保育料 31,063      ――― 149,341

   (2)土木費負担金 497 160 63

 5 国庫支出金 491,512 157,992 62,581

 6 県支出金 332,517 106,884 42,337

 7 民生費 1,161,179 373,249 147,846

   (1)保育所費 233,684      ――― 1,123,481

 8 衛生費 582,654 187,288 74,186

 9 農林業費 550,858 177,068 70,137

10 土木費 470,140 151,122 59,860

11 消防費 194,775 62,608 24,799

12 教育費 473,192 152,103 60,249

   (1)小学校費 66,488      ――― 147,751

   (2)中学校費 68,083      ――― 340,415

 1 国民健康保険税 278,783 199,416 631,927 国保世帯数1,398世帯

 2 国保給付費等 695,423 497,441 273,466 国保被保険者数2,543人

備      考区      分
予算額 １世帯当たり  １人当たり



第 ４ 表
    村債の状況（27年度末現在）

元  金 利  子 計

一般会計

  総務債 2,220 1,110 32 1,142 1,110

  民生債 0 0 0 0 0

  農林業債 154,955 12,100 18,765 705 19,470 148,290

  商工債 268 134 4 138 134

  土木債 67,100 44,800 12,394 319 12,713 99,506

  消防債 6,370 790 24 814 5,580

  教育債 208,676 60,000 34,156 2,461 36,617 234,520

  災害復旧債 17,083 4,852 125 4,977 12,231

　その他債 1,439,029 158,167 176,459 12,175 188,634 1,420,737

     計 1,895,701 275,067 248,660 15,845 264,505 1,922,108

元  金 利  子 計

企業債
    水    道

企業債
    下 水 道

0

  目 的 別
26年度末

現　在　額
27年度

借 入 金

27年度元利償還金

（単位千円）

74,193

1,113,3031,317,114 2,900 206,711

64,410

41,330 248,041

9,783 2,851 12,634

（単位千円）

28年3月末
現　在　額

 ※ その他債　27年度借入金の158,167千円は臨時財政対策債

  目 的 別
26年度末

現　在　額
27年度

借 入 金

27年度元利償還金 28年3月末
現　在　額



第 ５ 表
    村の財産（基金）

（単位:千円）

27年度末現在高

現  金 168,000

土  地 0

貸付金 0

1,094,747

723,331

238,230

261,755

177,163

107,707

200,000

13,527

83,701

3,336

13,076

3,084,573

10,999

16,268

163,674

66

191,007

123,000

567,490

690,490

3,966,070

 国民健康保険直営診療施設基金

企業会計　計

 教育振興基金

 下水道事業基金

 ふるさと基金

一般会計　計

 水道事業基金

基 金 の 区 分

土地開発基金

 財政調整基金

 減 債 基 金

 社会福祉基金

基金　合計

 有線放送施設整備基金

 農業者労働災害基金

 国民健康保険事業基金

特別会計　計

 地域福祉基金

 庁舎建設基金

 農業振興基金

 保健休養地管理事業積立金

 義務教育施設整備基金

 奨 学 基 金


